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 C0201-1　産業分類別就業者数

表２－１－１　産業分類別常住地・従業地別就業者数
■常住地 （平成 12,17,22,27 年、令和 2 年国勢調査 産業分類別就業者数常住地別就業者数をもとに作成）

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

A．農 業 ， 林 業 390 8.2 423 8.9 304 6.7 327 7.2 311 6.7

う ち 農 業 381 8.0 416 9.1 296 6.5 322 6.9 300 6.5

Ｂ．漁 業 3 0.1 2 0.0 0 0.0 1 0.0 0 0.0

393 8.2 425 8.9 304 6.7 328 7.3 311 6.7

C. 鉱 業 2 0.0 2 0.0 0 0.0 2 0.0 1 0.0

D. 建 設 業 404 8.4 355 7.4 306 6.7 308 6.8 287 6.2

E. 製 造 業 1,943 40.6 1,753 36.8 1,665 36.4 1,594 35.2 1,627 35.1

2,349 49.1 2,110 44.2 1,971 43.1 1,904 42.1 1,915 41.3

F. 29 0.6 14 0.3 12 0.3 17 0.4 17 0.4

G. 情 報 通 信 業 22 0.5 30 0.7 38 0.8 28 0.6

H. 運 輸 業 ， 郵 便 業 108 2.3 135 3.0 109 2.4 114 2.5

I. 卸 売 ・ 小 売 業 679 14.2 549 11.5 521 11.4 533 11.8 517 11.1

J. 金 融 ・ 保 険 業 62 1.3 65 1.4 78 1.7 76 1.7 57 1.2

K. 不動産業，物品賃貸業 13 0.3 9 0.2 23 0.5 23 0.5 26 0.6

L.
学 術 研 究 ， 専 門
・ 技 術 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業

78 1.7 87 1.9 97 2.1

M. 宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 182 3.8 206 4.5 168 3.7 156 3.4

N.
生 活 関 連 サ ー ビ
ス 業 ， 娯 楽 業

133 2.9 117 2.6 113 2.4

O. 教 育 ， 学 習 支 援 業 167 3.5 171 3.7 170 3.8 163 3.5

P. 医 療 ， 福 祉 415 8.7 488 10.7 552 12.2 635 13.7

Q. 複 合 サ ー ビ ス 事 業 72 1.5 54 1.2 70 1.5 50 1.1

R.
サービス業（他に分類さ
れないもの）

525 11.0 156 3.4 182 4.0 197 4.2

S.
公務（他に分類され
るものを除く）

113 2.4 98 2.1 113 2.5 109 2.4 128 2.8

2,040 42.7 2,226 46.7 2,198 48.1 2,251 49.8 2,298 49.5

T. 分 類 不 能 0 0.0 9 0.2 97 2.1 41 0.9 117 2.5

4,782 100.0 4,770 100.0 4,570 100.0 4,524 100.0 4,641 100.0

注：平成１７年の/は、用いていない産業大分類

平 成 １ ２ 年 平 成 １ ７ 年 平 成 ２ ２ 年

145 3.0

999

令 和 ２ 年
産 業 大 分 類

第 １ 次 産 業 合 計

平 成 ２ ７ 年

20.9

電気・ガス・熱供給・水道業

合 計

第 ２ 次 産 業 合 計

第 ３ 次 産 業 合 計

令和２年の常住地における就業者数は4,641人で、総人口に対する就業率は54.2％である。産業別就業

人口の構成比は、第１次産業6.7％、第２次産業41.3％、第３次産業49.5％で、第３次産業の就業者数の割

合が最も高くなっている。

平成12年から令和２年にかけての常住地における産業別就業人口の推移を見ると､第１次産業は△82人、

構成比で1.5％減少、第２次産業は△434人、構成比で7.8％減少、第３次産業は258人、構成比で6.8％の

増加となっている。

令和２年の従業地における就業者数は4,670人で産業別就業人口の構成比は､ 第１次産業6.6％､第２次

産業53.6％、第３次産業37.3％となっており、第２次産業の就業者数の割合が最も高くなっている。
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表２－１－２　産業分類別常住地・従業地別就業者数

■従業地 （平成 12,17,22,27 年、令和 2 年国勢調査 産業分類別就業者数従業地就業者数をもとに作成）

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

A．農 業 ， 林 業 425 8.7 430 8.8 306 6.8 330 7.3 310 6.6

う ち 農 業 416 8.5 427 9.5 305 6.8 330 7.1 305 6.5

Ｂ．漁 業 4 0.1 3 0.1 0 0.0 1 0.0 0 0.0

429 8.7 433 8.8 306 6.8 331 7.4 310 6.6

C. 鉱 業 7 0.1 1 0.0 0 0.0 1 0.0 0 0.0

D. 建 設 業 328 6.7 299 6.1 220 4.9 213 4.7 209 4.5

E. 製 造 業 2,542 51.8 2,419 49.3 2,236 49.7 2,219 49.3 2,294 49.1

2,877 58.6 2,719 55.4 2,456 54.6 2,433 54.1 2,503 53.6

F. 10 0.2 5 0.1 1 0.0 3 0.1 5 0.1

G. 情 報 通 信 業 19 0.4 21 0.5 30 0.7 23 0.5

H. 運 輸 業 ， 郵 便 業 37 0.8 67 1.5 54 1.2 62 1.3

I. 卸 売 ・ 小 売 業 581 11.8 467 9.5 448 10.0 410 9.1 368 7.9

J. 金 融 ・ 保 険 業 25 0.5 30 0.6 32 0.7 26 0.6 25 0.5

K. 不動産業，物品賃貸業 11 0.2 7 0.1 16 0.4 18 0.4 21 0.4

L.
学 術 研 究 ， 専 門
・ 技 術 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業

96 2.1 89 2.0 115 2.5

M. 宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 140 2.9 154 3.4 118 2.6 108 2.3

N.
生 活 関 連 サ ー ビ
ス 業 ， 娯 楽 業

72 1.6 66 1.5 68 1.5

O. 教 育 ， 学 習 支 援 業 301 6.1 108 2.4 109 2.4 117 2.5

P. 医 療 ， 福 祉 119 2.4 370 8.2 465 10.3 499 10.7

Q. 複 合 サ ー ビ ス 事 業 62 1.3 48 1.1 63 1.4 45 1.0

R.
サービス業（他に分類さ
れないもの）

490 10.0 121 2.7 152 3.4 180 3.9

S.
公務（他に分類され
るものを除く）

82 1.7 70 1.4 90 2.0 95 2.1 105 2.2

1,600 32.6 1,747 35.6 1,644 36.5 1,698 37.7 1,741 37.3

T. 分 類 不 能 0 0.0 9 0.2 95 2.1 39 0.9 116 2.5

4,906 100.0 4,908 100.0 4,501 100.0 4,501 100.0 4,670 100.0

注：平成１７年の/は、用いていない産業大分類

合 計

824 16.8

67 1.4

第 １ 次 産 業 合 計

第 ２ 次 産 業 合 計

第 ３ 次 産 業 合 計

電気・ガス・熱供給・水道業

産 業 大 分 類
平 成 １ ２ 年 平 成 １ ７ 年 令 和 ２ 年平 成 ２ ２ 年 平 成 ２ ７ 年
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図２－１　産業分類別常住地・従業地別就業者数
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図２－２ 令和２年 産業分類別就業者数構成比(常住地)
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図２－３ 令和２年 産業分類別就業者数構成比(従業地)
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■ 産業分類別就業者数の推計

表２－２　産業分類別就業者数の推計 （単位：人）

推 計 名 H12 H17 H22 H27
R2年

基準年
R7 R12 R17 R22

実 数 値 393 425 304 328 311

直 線 274 248 222 196 y =-5.22*X＋10844.4 決定係数 0.5887

対 数 274 248 222 197
y =-10494.4425175142*logｘ＋
80171.7104706553

決定係数 0.5890

指 数 239 169 77 -
y =467.5-(2.19985160450062E-45）
*1.05491636182081^）X

決定係数 0.5220

ロジスティック 258 218 179 143
y =467.5/(1＋(1.27409931726754E-60）*exp
^--0.0680036650888153*X）

決定係数 0.5389

実 数 値 2,349 2,110 1,971 1,904 1,915

直 線 1,728 1,620 1,513 1,405 y =-21.48*X＋45224.6 決定係数 0.8311

対 数 1,728 1,622 1,515 1,409
y =-43203.0058232886*logｘ＋
330646.842665263

決定係数 0.8322

指 数 1,541 1,251 881 407
y =2583.9-7.18823961584372E-41）
*1.05030224508478^X

決定係数 0.7582

ロジスティック 1,620 1,435 1,245 1,056
y =2583.9/(1＋(4.16981374379037E-53）
*exp ^--0.0593034787536999*X）

決定係数 0.7746

実 数 値 2,040 2,226 2,198 2,251 2,298

直 線 2,365 2,419 2,473 2,527 y =10.82*X＋-19545.6 決定係数 0.7612

対 数 2,365 2,418 2,472 2,525
y =21757.8710681567*logｘ＋-
163285.239363121

決定係数 0.7619

指 数 2,333 2,361 2,386 2,407
y =2527.8-1.94841118220297E+30）
*0.968664237499296^X

決定係数 0.8138

ロジスティック 2,336 2,366 2,392 2,413
y =2527.8/(1＋(1.99691174057111E+31）
*exp ^-0.0368241723107337*X）

決定係数 0.8068

注：・最小二乗法による推計値は、平成12年から令和2年の５年ごと20年間のデータを基に算出。
　　 ・備考欄には各々の式を示した。
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第
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産
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第

２
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産
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３
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産

業

備　　　　　　　　　　考
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平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年 令和12年 令和17年 令和22年

図２－４ 産業分類別人口推計

直 線

対 数

指 数

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ

第１次産業

第２次産業

第３次産業

最小二乗法による令和２年を基準年とした産業大分類別就業者数の推計結果は、 第１次産業は今後も減少

傾向で推移し、令和22年には143人から197人の幅で推計される。第２次産業も減少傾向で推移し、令和22年

には407人から1,409人の幅で推計され、それに対し第３次産業については、今後も増加が予測され令和22年

には2,407人から2,527人の幅で推計される。
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 C0201-2　職業分類別就業者数
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図２－５ 令和２年 職業分類別就業者数（常住地）
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図２－６ 令和２年 職業分類別就業者数（従業地）

令和２年の常住地における職業分類別就業者数の構成比は、生産工程従事者が29.4％と最も

高くなっており、次いで事務従事者が14.9％、専門的・技術的職業従事者が14.8％、サービス職業

従事者が10.5％の順となっている。

令和２年の従業地における職業分類別人口の構成比は、生産工程従事者が38.4％と最も高く

なっており、次いで専門的・技術的職業従事者が13.4％、事務従事者が13.0％、サービス職業従

事者が8.1％の順となっている。
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従

事
者

3
5
9

7
.5

3
8
0

7
.7

3
8
5

8
.1

4
0
7

8
.3

G
.農

林
漁

業
従

事
者

2
7
4

6
.0

2
6
6

5
.9

3
0
1

6
.7

3
1
3

7
.0

2
8
4

6
.1

2
9
2

6
.3

H
運

輸
・

通
信

従
事

者
1
3
1

2
.7

9
0

1
.8

1
0
8

2
.3

6
8

1
.4

H
生

産
工

程
従

事
者

1
,3

3
0

2
9
.1

1
,8

0
7

4
0
.1

1
,2

8
4

2
8
.4

1
,7

5
0

3
8
.9

1
,3

6
5

2
9
.4

1
,7

9
2

3
8
.4

I.
生

産
工

程
・

労
務

作
業

者
2
,2

0
7

4
6
.2

2
,6

3
0

5
3
.6

2
,1

0
7

4
4
.2

2
,5

5
1

5
2
.0

I.
輸

送
・

機
械

運
転

従
事

者
1
1
1

2
.4

6
8

1
.5

9
3

2
.1

6
0

1
.3

9
8

2
.1

7
5

1
.6

J.
建

設
・

採
掘

従
事

者
1
7
6

3
.9

1
2
3

2
.7

1
8
5

4
.1

1
2
9

2
.9

1
7
2

3
.7

1
4
3

3
.1

Ｋ
運

搬
・

清
掃

・
包

装
等

従
事

者
2
6
6

5
.8

2
5
1

5
.6

2
7
9

6
.2

2
7
0

6
.0

2
7
9

6
.0

2
7
5

5
.9

J.
分

類
不

能
の

職
業

0
0
.0

0
0
.0

8
0
.2

1
0

0
.2

Ｌ
.分

類
不

能
の

職
業

9
5

2
.1

9
4

2
.1

4
0

0
.9

3
8

0
.8

1
1
6

2
.5

1
1
1

2
.4

4
,7

8
2

1
0
0
.0

4
,9

0
6

1
0
0
.0

4
,7

7
0

1
0
0
.0

4
,9

0
8

1
0
0
.0

4
,5

7
0

1
0
0
.0

4
,5

0
1

1
0
0
.0

4
,5

2
4

1
0
0
.0

4
,5

0
1

1
0
0
.0

4
,6

4
1

1
0
0
.0

4
,6

7
0

1
0
0
.0

注
：
・
構

成
比

は
、

小
数

点
第

１
位

で
四

捨
五

入
し

た
た

め
、

合
計

と
内

容
の

計
が

一
致

し
な

い
場

合
も

あ
る

。

  

従
業

地
に

よ
る

合
計

合
計

令
和

２
年

常
住

地
に

よ
る

従
業

地
に

よ
る

常
住

地
に

よ
る

従
業

地
に

よ
る

常
住

地
に

よ
る

従
業

地
に

よ
る
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常
住

地
に

よ
る

従
業

地
に

よ
る

常
住

地
に

よ
る

職
 業

 大
 分

 類

平
  

 成
  

 1
2
  

 年
平

  
 成

  
 1

7
  

 年
平

  
 成

  
 2

2
  

 年
平

  
 成

  
 2

7
  

 年
職

 業
 大

 分
 類

（
職

業
新

大
分

類
）



 C0202-1　産業大分類別事業所数及び従業者数

444
424

449 444

397
414 407 412

4,225 4,331 4,346 4,404

3,821

4,188 4,143
4,575

0
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1,000
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3,500
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0
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平成8年 平成13年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 令和３年

（人）（事業所）
図２－７ 事業所数及び従業者数の推移

事業所数 従業者数

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成8年 平成13年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 令和３年

図２－８ 従業者規模別事業所数(民営)構成比

1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30人～ 1

令和３年の事業所数は412事業所であり、そのうち卸売業・小売業は83事業所で全事業所数の

20.1％を占め、次いで製造業が75事業所で18.2％、建設業が52事業所で12.6％、生活関連サービス

業，娯楽業が39事業所で9.5％、宿泊業，飲食サービス業が37事業所で9.0％の順となっている。従業

者数は4,575人であり、製造業が最も多く2,392人、次いで医療,福祉が608人、卸売業,小売業が454人、

サービス業が165人、建設業161人の順となっている。従業者規模別では従業者数1～4人以下の小規

模事業所（民営）が全体の66.8％を占めている。
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表
２

－
４

－
１

　
産

業
大

分
類

別
事

業
所

数
・
従

業
者

数
（
宮

田
町

調
査

 （
基

準
日

：
令

和
5
年

3
月

3
1
日

現
在

）
）

産
 業

 大
 分

 類
  
 

従
業

者
規

模
別

事
業

所
数

(民
営

)
従

業
者

規
模

別
事

業
所

数
(民

営
)

1
～

5
～

1
0
～

2
0
～

3
0
～

1
～

5
～

1
0
～

2
0
～

3
0
～

4
9

1
9

2
9

4
9

1
9

2
9

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
人

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

人

Ａ
.Ｂ

.Ｃ
. 
農

  
林

  
漁

  
業

6
2

2
-

-
1

1
1
0
9

5
2

-
1

-
1

-
1

9
7

Ｄ
．
鉱

業
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

Ｅ
．
建

設
業

5
8

3
7

1
5

4
1

1
-

2
9
6

5
1

3
1

1
3

6
1

-
-

-
2
6
8

Ｆ
．

製
造

業
1
1
1

4
8

1
3

2
2

6
2
2

-
2
,4

3
7

9
6

3
7

1
6

1
8

4
2
1

-
-

2
,4

4
5

Ｇ
．
電

気
・
ガ

ス
・
熱

供
給

・
水

道
業

2
-

-
-

-
-

2
1
3

1
-

-
-

-
-

-
1

8

Ｈ
．運

輸
・

通
信

業
5

2
1

1
-

-
1

4
6

7
4

-
2

-
-

-
1

5
3

Ｉ．
卸

売
・

小
売

業
1
4
1

1
0
5

2
6

6
3

1
-

5
9
7

1
4
2

9
9

2
6

1
2

3
2

-
-

6
9
8

Ｊ．
金

融
・

保
険

業
3

1
-

2
-

-
-

2
6

3
-

1
2

-
-

-
-

3
1

Ｋ
．
不

動
産

業
7

6
1

-
-

-
-

1
5

6
6

-
-

-
-

-
-

1
3

Ｌ
．

サ
ー

ビ
ス

業
1
0
7

7
4

1
4

6
1

3
9

6
1
8

1
0
9

7
7

1
4

3
2

4
-

9
6
4
8

Ｍ
公

務
4

-
-

-
-

-
4

6
8

4
-

-
-

-
-

-
4

7
0

Ｎ
．分

類
不

能
の

産
業

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

4
4
4

2
7
5

7
2

4
1

1
1

2
8

1
7

4
,2

2
5

4
2
4

2
5
6

7
0

4
4

1
0

2
8

-
1
6

4
,3

3
1

注
1
：
平

成
８

年
ま

で
は

、
事

業
所

数
に

派
遣

･下
請

従
業

者
の

み
も

含
む

。
資

料
：
事

業
所

・
企

業
統

計
調

査
（
各

年
1
0
月

1
日

）
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合
計

平
　

　
成

　
　

８
 　

　
年

平
　

　
成

　
　

１
３

 　
　

年

事
業

所
数

国
 ・

地
方

公
共

団
体

国
 ・

地
方

公
共

団
体

従
業

者
数

事
業

所
数

派
遣

従
業

者
の

み
従

業
者

数



表
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－
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－
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産

業
大

分
類

別
事

業
所

数
・
従

業
者

数
（
宮

田
町

調
査

 （
基

準
日

：
令

和
5
年

3
月

3
1
日

現
在

）
）

産
 業

 大
 分

 類
  
 

1
～

5
～

1
0
～

2
0
～

3
0
～

1
～

5
～

1
0
～

2
0
～

3
0
～

1
～

5
～

1
0
～

2
0
～

3
0
～

4
9

1
9

2
9

4
9

1
9

2
9

4
9

1
9

2
9

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

人
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
人

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

事
業

所
事

業
所

人
百

万
円

Ａ
～

Ｂ
農

林
水

産
業

4
3

-
-

-
1

-
-

7
9

4
2

1
-

-
1

-
-

9
3

4
2

1
-

-
1

-
8
8

6
0
6

C
.

鉱
業

，
採

石
業

，
砂

利
採

取
業

-
-

-
-

-
-

-
-

-
0

-
-

-
-

-
-

-
-

0
-

-
-

-
-

-
-

-

Ｄ
．

建
設

業
6
6

4
6

1
5

4
1

-
-

-
2
6
0

6
4

4
8

1
1

4
1

-
-

-
2
4
7

5
4

4
1

7
3

2
-

1
2
0
9

..
.

Ｅ
．

製
造

業
1
0
0

3
8

2
0

1
5

1
0

1
7

-
-

2
,3

8
2

1
0
2

4
1

1
9

1
7

4
2
1

-
-

2
,4

5
3

9
1

3
7

1
4

1
6

8
1
6

-
2
,1

5
3

3
9
,1

2
1

Ｆ
．

電
気

・
ガ

ス
・

熱
供

給
・

水
道

業
1

-
-

-
-

-
-

1
7

1
-

-
-

-
-

-
1

6
0

-
-

-
-

-
-

-
..

.

Ｇ
．

情
報

通
信

業
5

4
1

-
-

-
-

-
1
4

2
2

-
-

-
-

-
-

5
2

1
1

-
-

-
-

1
0

..
.

Ｈ
．

運
輸

業
，

郵
便

業
6

4
2

-
-

-
-

-
1
9

8
3

2
2

1
-

-
-

7
2

7
2

2
2

1
-

-
6
5

..
.

Ｉ．
卸

売
業

，
小

売
業

9
0

6
5

1
2

9
1

3
-

-
4
8
0

9
1

6
2

1
4

1
1

2
2

-
-

4
9
4

8
3

5
3

1
8

6
2

2
2

4
3
6

1
3
,2

5
8

Ｊ．
金

融
業

，
保

険
業

4
2

-
2

-
-

-
-

2
5

3
1

-
2

-
-

-
-

2
6

3
1

-
2

-
-

-
2
7

..
.

Ｋ
．

不
動

産
業

，
物

品
賃

貸
業

8
6

2
-

-
-

-
-

2
4

7
7

-
-

-
-

-
-

1
6

7
6

1
-

-
-

-
1
8

1
6
7

Ｌ
．

学
術

研
究

，
専

門
・

技
術

サ
ー

ビ
ス

業
2
5

2
1

-
3

-
1

-
-

1
6
1

2
1

1
8

2
1

-
-

-
-

6
5

1
9

1
8

-
1

-
-

-
4
3

3
7
4

Ｍ
．宿

泊
業

，
飲

食
サ

ー
ビ

ス
業

4
2

2
6

1
1

4
-

1
-

-
2
4
2

4
1

2
4

1
2

4
-

1
-

-
2
3
2

4
2

2
9

8
3

-
2

-
2
3
3

7
8
9

Ｎ
．

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
，

娯
楽

業
3
6

2
9

5
1

-
-

-
1

9
6

3
4

3
1

3
-

-
-

-
-

7
2

3
7

3
3

4
-

-
-

-
8
2

1
9
5

O
．

教
育

，
学

習
支

援
業

1
1

7
-

-
-

-
-

4
9
5

1
1

6
1

-
-

-
-

4
8
9

5
5

-
-

-
-

-
1
3

..
.

Ｐ
．

医
療

，
福

祉
2
4

1
4

2
1

-
3

-
4

2
6
6

2
5

1
4

2
2

-
3

-
4

2
9
7

1
9

1
2

2
-

2
3

-
2
6
6

1
,2

8
3

Ｑ
．

複
合

サ
ー

ビ
ス

事
業

4
2

-
-

1
1

-
-

5
4

4
2

-
1

1
-

-
-

4
8

4
2

-
1

-
1

-
5
3

..
.

R
.

サ
ー

ビ
ス

業
（
他

に
分

類
さ

れ
な

い
も

の
）

1
9

1
1

4
3

-
-

-
1

8
9

2
2

1
4

3
3

2
-

-
-

1
3
2

2
0

1
0

6
3

1
-

-
1
2
5

..
.

S
.

公
務

（
他

に
分

類
さ

れ
る

も
の

を
除

く
）

4
-

-
-

-
-

-
4

5
3

4
-

-
-

-
-

-
4

5
7

合
　

　
　

　
　

　
　

計
　

　
　

　
　

4
4
9

2
7
8

7
4

4
2

1
3

2
7

-
1
5

4
,3

4
6

4
4
4

2
7
5

7
0

4
7

1
1

2
8

0
1
3

4
,4

0
4

3
9
7

2
5
2

6
4

3
7

1
6

2
5

3
0

3
,8

2
1

χ
注

）

　
平

成
2
4
年

は
経

済
セ

ン
サ

ス
‐
活

動
調

査
（
2
月

１
日

）

従
業

者
数

事
業

所
数

派
遣

従
業

者
の

み

派
遣

従
業

者
の

み

資
料

：
平

成
1
8
年

は
事

業
所

・
企

業
統

計
調

査
(1

0
月

1
日

）
　

　
　

　
平

成
2
1
年

は
経

済
セ

ン
サ

ス
‐
基

礎
調

査
（
７

月
１

日
）

・
事

業
所

に
関

す
る

集
計

に
お

け
る

売
上

（
収

入
）
金

額
は

、
事

業
所

単
位

の
把

握
が

で
き

な
い

一
部

の
産

業
（
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

型
産

業
）
※

に
つ

い
て

は
「
…

」
で

表
し

て
い

ま
す

。
※

　
「
建

設
業

」
、

「
電

気
・
ガ

ス
・
熱

供
給

・
水

道
業

」
、

「
通

信
業

」
、

「
放

送
業

」
、

「
映

像
・
音

声
・
文

字
情

報
制

作
業

」
、

「
運

輸
業

，
郵

便
業

」
、

「
金

融
業

，
保

険
業

」
、

「
学

校
教

育
」
、

「
郵

便
局

」
、

「
政

治
・
経

済
・
文

化
団

体
」
及

び
「
宗

教
」

・
χ

は
秘

密
保

持
の

た
め

の
伏

せ
字

平
　

　
成

　
　

１
８

 　
　

年

事
業

所
数

従
業

者
規

模
別

事
業

所
数

(民
営

)
公

共
団

体
事

業
所

数

従
業

者
数

派
遣

従
業

者
の

み
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平
　

　
成

　
　

２
１

 　
　

年
平

　
　

成
　

　
２

４
 　

　
年

事
業

所
数

従
業

者
規

模
別

事
業
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～
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～
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事
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事
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事
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事
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事
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Ｂ
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C0202-2　産業中分類別工業出荷額

表２－５　工業出荷額の推移 (単位:百万円)

平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２6年 平成27年

出 荷 額 40,038 38,413 35,093 36,031 39,232 44,523

ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 41,234 38,998 35,919 36,432 38,425 44,657

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

出 荷 額 50,241 51,773 53,914 50,382 47,413 58,931

ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 52,226 52,615 53,380 49,785 47,413 56,393

注：・デフレータ補正値は、令和2年を100とした国内卸売物価指数で補正した数値。

　　・平成１4年以降は従業者４人以上の事業所
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（百万円） 図２－９ 工業出荷額の推移

出荷額

ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値

工業出荷額（デフレータ補正値）の推移を見ると、平成22年から平成24年にかけて減少しその後は増加

傾向であったが、平成30年から令和２年にかけて一時減少したものの再び増加に転じ令和３年の工業出

荷額は564億円となっている。
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表２－６－１　産業中分類別工業出荷額 (単位:百万円)

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

40,038 41,234 38,413 38,998 35,093 35,919 36,031 36,432

09. 食 料 品 χ χ 1,194 1,212 χ χ χ χ

10. 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 χ χ χ χ χ χ χ χ

11. 繊 維 980 1,009 1,340 1,360 1,260 1,290 χ χ

12.
木 材 ・ 木 製 品
（ 家 具 を 除 く ）

- - - - - - - -

13. 家 具 ・ 装 備 品 127 131 168 171 191 195 169 171

14.
パ ル プ ・ 紙
・ 紙 加 工 品

χ χ χ χ χ χ χ χ

15. 印 刷 ・ 同 関 連 - - - - - - - -

16. 化 学 - - - - - - - -

17.
石 油 製 品
・ 石 炭 製 品

- - - - - - - -

18.
プ ラ ス チ ッ ク 製 品
（ 別 掲 を 除 く ）

χ χ χ χ χ χ χ χ

19. ゴ ム 製 品 - - - - - - - -

20.
な め し 革 ・ 同
製 品 ・ 毛 皮

- - - - - - - -

21. 窯 業 ・ 土 石 製 品 1,183 1,218 χ χ χ χ 936 946

22. 鉄 鋼 - - - - - - - -

23. 非 鉄 金 属 - - - - - - - -

24. 金 属 製 品 17,520 18,043 18,896 19,184 15,914 16,289 19,642 19,860

25. は ん 用 機 械 器 具 χ χ χ χ χ χ 2,421 2,448

26. 生 産 用 機 械 器 具 χ χ 1,129 1,146 800 819 χ χ

27. 業 務 用 機 械 器 具 9,896 10,192 7,357 7,469 7,720 7,902 3,841 3,884

28.
電子部品・デバイス・
電 子 回 路

282 290 1,744 1,771 1,971 2,017 2,087 2,110

29. 電 気 機 械 器 具 3,669 3,779 898 912 χ χ 942 952

30. 情 報 通 信 機 械 器具 - - - - χ χ χ χ

31. 輸 送 用 機 械 器 具 2,345 2,415 2,225 2,259 2,521 2,580 2,412 2,439

32. そ の 他 χ χ χ χ χ χ χ χ

注：・デフレータ補正値は、令和２年を100とした国内卸売物価指数で補正した数値 資料：工業統計調査（各年12月31日）

平成23年工業統計調査は、平成24年2月に 実施した「平成24年経済センサス-活動調査」の中の製造業

平 成 25 年平 成 22 年
産　業　中　分　類

平 成 24 年

合 計

平 成 23 年

・χは秘密保持のための伏せ字
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表２－６－２　産業中分類別工業出荷額 (単位:百万円)

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

39,232 38,425 44,523 44,657 50,241 52,226 51,773 52,615

09. 食 料 品 χ χ χ χ χ χ χ χ

10. 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 χ χ χ χ χ χ χ χ

11. 繊 維 χ χ χ χ 1,057 1,099 994 1,010

12.
木 材 ・ 木 製 品
（ 家 具 を 除 く ）

- - - - - - - -

13. 家 具 ・ 装 備 品 180 176 χ χ χ χ χ χ

14.
パ ル プ ・ 紙
・ 紙 加 工 品

χ χ - - χ χ χ χ

15. 印 刷 ・ 同 関 連 - - - - - - - -

16. 化 学 - - - - - - - -

17.
石 油 製 品
・ 石 炭 製 品

- - - - - - - -

18.
プ ラ ス チ ッ ク 製 品
（ 別 掲 を 除 く ）

χ χ χ χ χ χ χ χ

19. ゴ ム 製 品 - - - - - - - -

20.
な め し 革 ・ 同
製 品 ・ 毛 皮

- - - - - - - -

21. 窯 業 ・ 土 石 製 品 1,063 1,041 χ χ 946 983 986 1,002

22. 鉄 鋼 - - - - - - - -

23. 非 鉄 金 属 - - - - - - - -

24. 金 属 製 品 17,270 16,915 21,600 21,156 24,167 25,122 25,982 26,404

25. は ん 用 機 械 器 具 2,623 2,569 χ χ χ χ 1,810 1,839

26. 生 産 用 機 械 器 具 χ χ 1,625 1,592 χ χ 1,262 1,283

27. 業 務 用 機 械 器 具 6,979 6,835 5,946 5,824 10,737 11,161 9,386 9,539

28.
電子部品・デバイス・
電 子 回 路

χ χ 4,049 3,966 2,470 2,568 3,252 3,305

29. 電 気 機 械 器 具 1,367 1,339 χ χ χ χ χ χ

30. 情 報 通 信 機 械 器具 χ χ χ χ χ χ χ χ

31. 輸 送 用 機 械 器 具 2,782 2,725 3,154 3,089 3,376 3,509 3,231 3,284

32. そ の 他 χ χ χ χ χ χ χ χ

注：・デフレータ補正値は、令和２年を100とした国内卸売物価指数で補正した数値 資料：工業統計調査 (基準日：各年12月31日現在）
平成27年は経済センサス-活動調査（基準日：各年12月31日現在）

合 計

・χは秘密保持のための伏せ字

産　業　中　分　類
平 成 26 年 平 成 27 年 平 成 28 年 平 成 29 年

－ 24 －



表２－６－３　産業中分類別工業出荷額 (単位:百万円)

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

53,914 53,380 50,382 49,785 47,413 47,413 58,931 56,393

09. 食 料 品 χ χ χ χ χ χ χ χ

10. 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 χ χ χ χ χ χ χ χ

11. 繊 維 799 791 951 940 1,650 1,650 646 618

12.
木 材 ・ 木 製 品
（ 家 具 を 除 く ）

- - - - - - - -

13. 家 具 ・ 装 備 品 χ χ χ χ χ χ 104 100

14.
パ ル プ ・ 紙
・ 紙 加 工 品

- - - - - - - -

15. 印 刷 ・ 同 関 連 - - - - - - - -

16. 化 学 - - - - - - - -

17.
石 油 製 品
・ 石 炭 製 品

- - - - - - - -

18.
プ ラ ス チ ッ ク 製 品
（ 別 掲 を 除 く ）

χ χ 1,268 1,253 794 794 1,314 1,257

19. ゴ ム 製 品 - - - - - - - -

20.
な め し 革 ・ 同
製 品 ・ 毛 皮

- - - - - - - -

21. 窯 業 ・ 土 石 製 品 1,217 1,205 1,099 1,086 1,195 1,195 1,236 1,183

22. 鉄 鋼 - - - - - - - -

23. 非 鉄 金 属 - - - - - - χ χ

24. 金 属 製 品 27,129 26,860 24,635 24,343 21,304 21,304 25,321 24,231

25. は ん 用 機 械 器 具 χ χ χ χ 1,317 1,317 1,491 1,427

26. 生 産 用 機 械 器 具 1,145 1,134 χ χ 3,581 3,581 9,431 9,025

27. 業 務 用 機 械 器 具 10,140 10,040 9,609 9,495 8,972 8,972 9,611 9,197

28.
電子部品・デバイス・
電 子 回 路

2,842 2,814 2,319 2,292 499 499 499 478

29. 電 気 機 械 器 具 χ χ χ χ χ χ χ χ

30. 情 報 通 信 機 械 器具 χ χ χ χ χ χ χ χ

31. 輸 送 用 機 械 器 具 4,164 4,123 4,024 3,976 3,261 3,261 3,944 3,774

32. そ の 他 χ χ χ χ 886 886 956 915

注：・デフレータ補正値は、令和２年を100とした国内卸売物価指数で補正した数値 資料：工業統計調査 (基準日：各年12月31日現在）

令和2年は経済センサス-活動調査（基準日：各年12月31日現在）

2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査（基準日：12月31日現在）

合 計

・χは秘密保持のための伏せ字

令 和 ３ 年
産　業　中　分　類

平 成 30 年 令 和 元 年 令 和 ２ 年
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■ 将来工業出荷額(実質出荷額）

表２－７　将来工業出荷額(実質出荷額） （単位:百万円）

推 計 方 法
令 和 ２ 年
（ 基 準 年 ）

令 和 ７ 年 令 和 12 年 令 和 17 年 令 和 22 年

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ （実績値） 64,471 74,910 85,349 95,789

対数： ｙ＝ａlogｘ＋
ｂ

64,442 74,827 85,186 95,520

指数： ｙ＝K-ａｂ^ｘ 68,769 86,951 109,940 139,008

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ
/(1+ａexp^-ｂｘ)

58,510 60,601 61,463 61,808

直 線  ｙ＝2087.83461096149ｘ＋-4163394.05026421 決定係数=0.70732

対 数  ｙ＝4211082.95462054logｘ＋-31995900.9817716 決定係数=0.70764

指 数  ｙ＝3.75687373311974E-37*1.04803690282808^ｘ 決定係数=0.71589

ﾛ ｼ ﾞ ｽ ﾃ ｨ ｯ ｸ  ｙ＝62032.6315789474/(1+2.0910119782027E+163exp ^-0.187095800636695ｘ) 決定係数=0.68773

注：推計にあたっては平成24年から令和3年の数値（デフレータ補正値）により推計。

47,413

推　　　　　　　　計　　　　　　　　式

0
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40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 Ｒ1年 Ｒ2年 Ｒ3年 Ｒ7年 Ｒ12年 Ｒ17年 Ｒ22年

（万円） 図２－10 将来工業出荷額(実質出荷額）

出荷額

直線

対数

指数

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ

平成24年から令和３年までの工業出荷額（ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値）を基に行った推計結果は、令和２年（基準

年）の工業出荷額 474億円が令和22年には618億円から1,390億円の幅で推計され、そのうち決定係数

の一番高い回帰式によると1,390億円と推測される。
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 C0202-3　産業中分類別商業販売額

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平成６年 平成９年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年 平成28年 令和２年

（百万円）

図２－11 商業販売額の推移

販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値

令和２年の商業販売額（デフレータ補正値）は136億円で、そのうち卸売業が69.1％、小売業が30.9％

の構成比となっている。商業販売額（デフレータ補正値）の推移を見ると、平成９年以降減少傾向にあっ

たが、平成16年から平成19年にかけて一時増加したものの再び減少に転じたが、近年、平成26年から

令和２年にかけては、卸売業の増加により24億円の増加となっている。
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図２－12 業種別販売額の推移（ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値）

小売業 卸売業 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値
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表２－８－１　産業中分類別商業販売額 (単位:百万円)

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

11,913 12,409 14,184 14,518 13,460 13,735 12,550 13,100 12,162 12,735

5,340 5,563 7,727 7,909 χ χ 7,041 7,350 6,972 7,301

49
各 種 商 品
卸 売 業

- - - - - - - - - -

50
織物・衣服等
卸 売 業

- - - - - - χ χ - -

51
飲 食 料 品
卸 売 業

χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

52
建築材料、鉱
物 金 属 等
卸 売 業

704 733 χ χ 1,337 1,364 1,514 1,580 4,545 4,759

53
機 械 器 具
卸 売 業

4,118 4,290 6,048 6,190 5,685 5,801 5,119 5,343 556 582

54
そ の 他
卸 売 業

χ χ χ χ χ χ 354 370 χ χ

6,573 6,847 6,457 6,609 χ χ 5,509 5,751 5,190 5,435

55
各 種 商 品
小 売 業

- - χ χ χ χ - - - -

56
織 物 ・ 衣 服 ・
身 の 回 品
小 売 り 業

302 315 297 304 232 237 202 211 180 188

57
飲 食 料 品
小 売 業

3,265 3,401 2,975 3,045 2,911 2,970 2,507 2,617 2,616 2,739

58
自 動 車
自 転 車
小 売 業

873 909 χ χ 630 643 528 551 693 726

59
家 具 ・ 建 具
じ ゅ う 器 等
小 売 業

584 608 703 720 509 519 659 688 234 245

60
そ の 他 の
小 売 業

1,549 1,614 1,896 1,941 χ χ 1,613 1,684 1,467 1,536

資料：商業統計調査（各年6月1日）

      ・χは秘密保持のための伏せ字

産 業 中 分 類

平 成 ６ 年 平 成 14 年

合 計

卸 売 業 計

平 成 ９ 年 平 成 11 年

注：・デフレータ補正値は、令和2年を100とした
　　　全国（総合）消費者物価指数で補正した数値

小 売 業 計

平 成 16 年
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表２－８－２　産業中分類別商業販売額 (単位:百万円)

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

16,486 17,263 13,004 13,761 10,892 11,171 13,037 13,290 13,614 13,614

9,369 9,810 7,587 8,029 4,956 5,083 8,185 8,344 9,402 9,402

49
各 種 商 品
卸 売 業

- - 50
各 種 商 品
卸 売 業

- - - -

50
織物・衣服等
卸 売 業

- - 51
繊維・衣服等
卸 売 業

- - - -

51
飲 食 料 品
卸 売 業

χ χ 52
飲 食 料 品 卸
売 業

χ χ χ χ

52
建築材料、鉱
物 金 属 等
卸 売 業

6,626 6,938 53
建築材料、鉱
物・金属材料
等 卸 売 業

4,936 5,223 5,443 5,548

53
機 械 器 具
卸 売 業

2,314 2,423 54
機 械 器 具
卸 売 業

χ χ χ χ

54
そ の 他
卸 売 業

χ χ 55
そ の 他 の
卸 売 業

617 653 χ χ

7,117 7,452 5,417 5,732 5,936 6,088 4,852 4,946 4,212 4,212

55
各 種 商 品
小 売 業

- - 56
各 種 商 品
小 売 業

- - - - - - - -

56
織 物 ・ 衣 服 ・
身 の 回 品
小 売 り 業

140 147 57
繊 維 ・ 衣 服 ・
身 の 回 品 小
売 り 業

37 39 33 34 22 22 4 4

57
飲 食 料 品
小 売 業

2,497 2,615 58
飲 食 料 品
小 売 業

1,121 1,186 1,170 1,200 1,076 1,097 1,789 1,789

58
自 動 車
自 転 車
小 売 業

885 927 59
機 械 器 具
小 売 業

695 735 1,017 1,043 1,169 1,192 420 420

59
家 具 ・ 建 具
じ ゅ う 器 等
小 売 業

359 376 60
そ の 他 の
小 売 業

3,362 3,558 2,382 2,443 2,453 2,501 1,998 1,998

60
そ の 他 の
小 売 業

3,236 3,388 61
無 店 舗
小 売 業

202 214 1,334 1,368 132 135 - -

      ・χは秘密保持のための伏せ字 平成28年、令和2年は経済センサス-活動調査（基準日：各年12月31日現在）
      ・平成26年の産業中分類(卸売業50～55)の数値は、公表されていない。

卸 売 業 計

小 売 業 計

卸 売 業 計

小 売 業 計

注：・デフレータ補正値は、令和2年を100とした
　　　全国（総合）消費者物価指数で補正した数値

資料：商業統計調査（各年6月1日、平成26年は7月1日）
平成24年は経済センサス-活動調査(平成24年2月）

令 和 ２ 年平 成 24 年 平 成 26 年

合 計

産 業 中 分 類

合 計

産 業 中 分 類

平 成 19 年 平 成 28 年
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■将来商業販売額(実質販売額）

表２－９　将来商業販売額（合計） 　　　　（単位：百万円）

推 計 方 法
令 和 ２ 年
（ 基 準 年 ）

令 和 ７ 年 令 和 12 年 令 和 17 年 令 和 22 年

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ （実績値） 13,770 14,197 14,624 15,050

対数： ｙ＝ａlogｘ＋ｂ 13,614 13,767 14,191 14,614 15,036

指数： ｙ＝K-ａｂ^ｘ 13,810 14,306 14,819 15,352

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ/(1+ａexp^-ｂｘ) 13,640 13,861 14,052 14,216

表２－10　将来商業販売額（卸売業） 　　　　（単位：百万円）

推　計　方　法
令 和 ２ 年
（ 基 準 年 ）

令 和 ７ 年 令 和 12 年 令 和 17 年 令 和 22 年

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ （実績値） 6,109 5,210 4,311 3,412

対数： ｙ＝ａlogｘ＋ｂ 9,402 6,109 5,213 4,320 3,429

指数： ｙ＝K-ａｂ^ｘ 6,190 5,556 4,987 4,475

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ/(1+ａexp^-ｂｘ) 5,342 3,775 2,460 1,505

推 計 方 法

直 線  ｙ＝-179.774181038439ｘ＋370151.273525245 決定係数=0.0961

対 数  ｙ＝-363064.026662541logｘ＋2770233.17296952 決定係数=0.0964

指 数  ｙ＝6.47730910663339E+22*0.978605313686352^ｘ 決定係数=0.0686

ﾛ ｼ ﾞ ｽ ﾃ ｨ ｯ ｸ  ｙ＝10791.5183246073/(1+3.1376125303974E-106exp ^--0.119975533107757ｘ) 決定係数=0.1713

表２－11　将来商業販売額（小売業） 　　　　（単位：百万円）

推　計　方　法
令 和 ２ 年
（ 基 準 年 ）

令 和 ７ 年 令 和 12 年 令 和 17 年 令 和 22 年

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ （実績値） 3,509 2,168 828 -

対数： ｙ＝ａlogｘ＋ｂ 4,212 3,513 2,180 850 -

指数： ｙ＝K-ａｂ^ｘ 3,930 3,148 2,522 2,020

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ/(1+ａexp^-ｂｘ) 2,687 1,261 520 202

推 計 方 法

直 線  ｙ＝-268.019299247532ｘ＋546247.600077864 決定係数=0.7647

対 数  ｙ＝-540450.34218303logｘ＋4118136.79891476 決定係数=0.7650

指 数  ｙ＝3.96460379678338E+42*0.956618651662932^ｘ 決定係数=0.7950

ﾛ ｼ ﾞ ｽ ﾃ ｨ ｯ ｸ  ｙ＝8197.59162303665/(1+5.6288658602176E-174exp ^--0.197353242147004ｘ) 決定係数=0.6941

注：推計にあたっては平成24年から令和２年の数値（デフレータ補正値）により推計。
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卸 売 業

小 売 業

平成24年から令和2年までの商業販売額を基に行った推計結果は、 卸売業においては令和2年の

商業販売額94億円が令和22年には15億円から44億円の幅で推計され、そのうち決定係数の最も高い

回帰式によると 15億円と推測される。

小売業は、令和２年の商業販売額 42億円が令和22年には 2億円から20億円の幅で推計され、 その

うち決定係数の最も高い回帰式によると 20億円と推測される。
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